
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 食工房ぱる

1 事業の成果
知的障害者 (児)の雇用促進や社会参加、生活向上を求め、利用者一人一人の特性に合わせた作業の

提供を行うことができました。 又、地域に根付いた豊かで穏やかな生活の場を提供し、利用者の主体性
と自立した生活能力の向上を図り、充実した生活を送れるよう支援しました。

東大和障害者ネットワークや他事業業所との協働において地域福祉の増進を図りました。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【94,694】 千円)

(2)そ の他の事業

該当なし

定款に記載

された

事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

障害者の地域

生活支援のた

めの相談事業

知的障害者 (児 )と の個

別相談、知的障害者 (児 )

の家族との生活相談

通年
法人事務

所内
1人
知的障害

者 (児 )
20人 0

障害者総合支

援法に基づく

障害福祉サー

ビス事業

障害者総合支援法に基づ

く就労継続支援 B型のサ

ービス提供

通年
法人事務

所内
12人
知的障害

者 (児 )
20人

94,694
障害者総合支援法に基づ

く共同生活援助のサービ

ス提供

通年
同法人

施設内
11人

知的障害

者 (児 )

身体障害

者 (児 )

10人



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 活動計算書
自令和 4年 4月 1日  至令和 5年 3月 31日 利活動法人 食工房ぱるF

受取入会金
‐受取会費

1,000
125,000

障害者総合支援法福祉サービス事業収益
訓練等給付費収益
就労支援事業収益
一般事業収益
委託事業収益

65,368,163
15,617,586
727,046
725,956

2

受取補助金 11,386,238

受取負担金 8,442,873
4

受取寄付金
5

‐受取利息 601

8

経 常 費 用
手業費

給料
職員手当
1賃金
法定福利費
職員交通費

1

旅費交通費
利用者交通費
役務費
運搬費
消耗品費
修繕費
委託費
水道光熱費
賃借料
支払保険料
行事費
食材費
租税公課
減価償却費
・就労支援事業費
指導用材料費
教養娯楽費
雑費

363,770
688,650
1,530

419,400
484,692
130,300
1,354,409
1,078,671
695,995
2,121,228
12,192,332
462,983
267,168
1,925,322
58,050
993,539
16,699,814
27,189
41,430
9,470

広告宣伝費
健康管理費

F理費

310,162報 酬

1

■

事 業 報 告 用

15,913,727
21,504,954
11,001,294
5,549,294
709,249

94.694.



会議費
諸会費
寄付金
委託費

7,045
14,220
10,000
695,995

95,731,882
■ A B

又

D

C D

8.572.4(

0

59,033,210正

― ( 67,605,613



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和
碁轟 唇.3日亭豊世

照表
_:υ 月 olロ リ屯IE

事 業 報 告 用

1

現金預金
未収入金

商品

原材料
仮払金
前払費用

50,717,765
13,511,689
274,350
228,449
1,933,917
443,056

2
1

建物

建物付属設備

車両運搬具

什器備品

減価償却累計額

7,791,562
2,470,068
1,145,740
3,681,756
△  9,606,361

保証金
工賃変動積立金預金
設備等整備積立金預金

690,000
1,300,000
3,270,160

【A】 資 産 合 計 ①+② 77.852.151

B-1 の

■・

未払金

預 り金

4,605,688
1,073,381

2

工賃変動積立金

設備等整備積立金

1,300,000
3,267,469

2

前期繰越正味財産額
|‐ 当期正味財産増減額

59,033,210
8,572,403

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 77,852,151

特定非営利活動法人 食工房ぱる

|

5,482,76〔
|

(2)無 形固定賃産
|

(

5,260,16(

10 74,

|

の

4 567
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令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 食工房ぱる

重要な会計方針
計算書類の作成は、就労支援の事業の会計処理の基準 (2006年 10月 2日 、2013年 1月 15日 一部改正 厚生労働省
社会・援護局長通知)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法による原価法

(2)固 定資産の減価償却の方法
法人税法の規定に基づく定額法

(3)積立金の計上基準
・ 工賃変動積立金

将来の一定工賃水準を下回る工賃の補填に備え、就労支援会計基準による限度額以内を計上しています。
。設備等整備積立金

就労支援事業に要する設備等の更新、導入に備え、就労支援会計基準による限度額以内を計上しています。

(4)消 費税等の会計処理
税込方式

事業別損益の状況
障害者総合支援法に基づく「障害福祉サービス事業」のみであるため、記載を省略しています。

施設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳

該当なし

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りですЭ

5.固 定資産の増減内訳

９

“

∩
５

4

円

内容 期首残高
ヨ

〓 期 ナ 加額
�
〓 1期減少額 期末残高 備 考

障害者日中活動系

サービス推進事業補助金

4,680,000 4,680,000

4.680,000 4,680,000合計

減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額科 目 期首取得価額 取得

有形 固定資産

建物

建物付属設備

車両運搬具

什器備品

投資その他の資産
保証金

工賃変動積立金預金

設備等整備積立金預金

7,791,562
2,470,068
1,145,740
3,681,756

690,000
1,300,000
3,270,078 82

7,791,562
2,470,068

1,145,740
3,681,756

690,000
1,300,000
3,270,160

3,668
1,914

381

3,641

526

388

913

534

690,000
1,300,000
3,270,160

ｎ
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′
ｏ
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）

０
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民
）
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●

Ｒ
υ

民
）

０
０

（
υ

20,349,204 82 20,349,286 9,606,361 10,742,925合計



ｈ^
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・

借入金の増減内訳
該当なし

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

該当なし

（Ｘ
）

科 日

計算書類に

計上 された

金額

内、役員と
の取引

(活動計算書)
該当なし

活動計算書計

(貸借対照表)
該当なし

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 財産目録
事 業 報 告 用

籠 産 の 部 |

|

1資産

現金預金
手元現金
普通預金 りそな銀行
普通預金 東京みどり農業協同組合
普通貯金 ゆうちょ銀行
振替貯金 ゆうちょ銀行
定期預金 りそな銀行
未収入金
訓練等給付費 2、 3月 分
利用者負担金他

棚卸資産

商品

原材料
前払費用

家賃 4月 分、更新料未償却分

50,717,765

502,799

1,933,917

■‐■■―

443,056
443,056

223,362
9,751,324
30,084,825
1,093,337
564,692
9,000,225

仮払金

切手他仮払い未精算分

10,890,147
2,621,542   13,511,689

274,350
228,449

資産合計 67,109,226
:資産

(1)有形固定資産
建物
建物付属設備  電気設備、内装他
車両運搬具
什器備品  冷蔵庫、防犯カメラ他

4,123,036
555,680
763,827
40,222

5,482,765

(2)無形固定資産

0

(3)投資その他の資産
保証金
不動産賃貸保証金
工賃変動積立金預金

設備等整備積立金預金
5,260,160

690,000
1,300,000
3,270,160

P奮産合計 。② 10.742.925

【A】 資 産 合 計 ①十② 77,852,151

4,605,688

未払金

給与等 3月 分
消費税

家賃 3月 分

預 り金
旅行積立金

源泉所得税・特別徴収住民税

924,000
149,381

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 5,679,069

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 72,173,082

特定非営利活動法人 食工房ばる



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利 人食工房ぱる

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
日各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受 けた期間

(該当者のみに記入)氏    名

1

/ ヽ

処ヲ・監事
エイス
゛
ミ アキオ 令和 4年 10月 1日

令和 5年 3月 31日

令和 4年 10月 1日

令和 5年 3月 31日榮角 明夫

2

/ ｀ヽ、
|ヽ

理芽 監事

カネシマ カツノリ 令和 4年 10月 1日

令和 5年 3月 31日

令和 年 月 日

令和 年 月 日兼島 勝則

3 監事

r/\'t, 
"tr1' 令和 4年 10月 23日

令和 5年 3月 31日

令 和 年

年

月  日

令和 月  日小林 雅和

4 ●・監事
′ヽラ トシオ 令禾日4年 10月 1日

令和 5年 3月 31日

令 和 年

年

月  日

令和 月 日原 俊雄

5 Э・監事
タケノウチ ツユコ 令和 4年 10月 1日

令和 5年 3月 31日

令 和 年

年

月  日

令和 月  日竹之内 梅雨子

6 理事・o
イイツ
゛
カ タカシ 令和 4年 10月 23日

令和 5年 3月 31日

令和 年 月 日

年くヽ・:不日 月  日飯塚 孝司

7 ∈動Ⅲ監事
イワシタ クミコ 令和 4年 4月 1日

令和 4年 10月 1日

令和 年 月 日

令和 年 月 日岩下 久美子

8
′/~ヽ

処井・監事
サエキ アサミ 令和 4年 4月 1日

令和 4年 7月 31日

令和

令和

年

年

月

月

日

日佐伯 亜沙美

9 CDⅢ監事
カンマ スミエ 令和 4年 4月 1日

令和 4年 9月 26日

令和

令和

年

年

月

月

日

日鹿島 澄江

10
′/~ヽ 、

tlξ芳 監事
ナカカ
゛
ワ カス
゛
コ 令和 4年 4月 1日

令和 4年 9月 26日

令和

令和

年

年

月

月

日

日中川 和子



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

11

′/~ヽ、
'運
夢 監 事

タコ
゛
ク セイイチロウ

田極 政一郎

令和 4年 4月 1日

令和 4年 9月 26日

令和

令和

年

年

月

月

日

日

12
/イヽ

電夢・監事
フクタ
゛
トモミ

福田 智美

令和 4年 4月 1日

令和 4年 9月 26日

令和

令和

年

年

月  日

月  日

13
κ
｀
、

電夢・監事
オサ
゛
キ サチヨ

尾崎 幸代

令和 4年 4月 1日

令和 4年 10月 1日

令和

令和

年

年

月

月

日

日

14 ○理事

ハヤシ チヤコ

林 値也子

令和 4年 4月 1日

令和 4年 10月 4日

令和 年 月 日

令和 年 月 日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人食工房ぱる

氏    名

1 榮角 明夫

2 兼島 勝則

3 竹之内 梅雨子

4 原 俊雄

5 飯塚 孝司

6 福田 智美

7 吉田 まさ子

8 中川 和子

9 鹿島 澄江

10 林 値也子

11 尾崎 幸代

12


